
第１１章 質的選択モデルとTobitモデル

１ はじめに

（質的選択とは何か）

株式の需要を考えるとき、家計には株式を保有

する（ダミー＝１）家計もあれば、株式を保有し

ない（ダミー＝０）家計もある。また消費税につ

いて、その増税に賛成する（ダミー＝１）人もい

れば、賛成しない（ダミー＝０）人もいるだろう。

このようにある経済主体が特定の行為を行う、行

わないというケースが課題となることは多い。こ

のような１またはゼロの選択に関するモデルを質

的選択モデル（qualitative response model, QR）

ということがある。あるいは１とゼロの離散変量

であるので離散選択モデル（discrete choice

model）ということもある（言い換えればダミー

変数が被説明変数となるケースである）。

このような質的選択モデル分析の必要性に迫ら

れることは、しばしば見受けられる。たとえば自

動車の市場調査では、自動車を保有するかどうか

は必ずといって良いほど質問されるだろう。世論

調査では、ある政策に反対か賛成かは、当然のご

とく設問に含まれるであろう。

また株式の需要について考える場合、株式を保

有しないサンプル以外に１００万円の株式を保有す

る人もいれば、１億円の株式を保有する人もいる

であろう。このとき株式を保有する人については

保有金額と様々な情報（たとえば所得や職業）を

知ることができる。株式を所有しない人には所有

しないということと所得や職業を知ることができ

る。需要を考えるときこのゼロ保有ということも

有用な情報である。たとえば株式のマーケティン

グを考えるとき、誰がいくら株式を保有し、誰が

保有しないかを考慮しない担当者はいないであろ

う。このとき需要はゼロで検閲されている（cen-

sored）という。このようなデータをセンサーさ

れたデータ（censored data）ということがある。

その分析を考案したTobinにちなみトービット・

モデル（tobit model）ということがある。

（個票データの利点と問題点）

質的選択モデルやトービット・モデルは大半の

場合、アンケート調査など個々の家計や企業に対

し行われた質問票を基に分析される。あるいは公

開されている上場企業の財務データを用いて行わ

れる。個別の家計や企業に対し調査されたデータ

の原本を個票データという。わが国の代表的な個

票データとしては、家計調査、貯蓄動向調査、全

国消費実態調査、国民生活基礎調査、就業構造基

本調査などがある。これらは世界的にみても家計

の行動を分析する上で貴重な情報を提供している。

家計の消費関数、消費需要関数あるいは貯蓄関数、

資産選択の分析、さらには家計の労働供給や出産

行動にこれらの個票データは不可欠な情報源であ
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る。

たとえば家計調査では、世帯主の年齢、性別、

職業、（勤労者の場合の）勤め先の産業、企業規

模、収入やその内訳を知ることができる。また世

帯員についても同様の情報を得ることができる。

その上で数百品目に関する消費支出が調査されて

いる。家計の消費支出には世帯主の年齢、性別、

職業、勤め先の産業、企業規模、収入等の家計の

属性（attribute）が影響するであろう。それらを

厳密に把握できるのは個票データだけであると

いって良い。

またこのような個票データ（アンケート調査な

ど）の収集は中央官庁だけではなく、地方自治体

や民間企業によって広範囲に行われている。企業

が収集しているものの一部は市販されている。

個票データはこのように貴重な情報源であるが、

利用に当たっては留意も必要である。その第一点

は信頼性の確保である。アンケートには無回答の

項目（欠値、missing data）や思い違いで回答し

たと思われる項目がある１）。これらを処理する必

要がある。たとえばタバコの消費需要関数の分析

を試みたとする。世帯主の性別、年齢、職業、家

族人員という家計構成の基本的な項目に一つでも

無回答があれば、たとえ他の項目に回答していた

としても、そのサンプルの使用は中止することで

ある。というのはこれらの家計属性の基本につい

て回答がなされていない場合、他の項目の回答に

信頼性があるとは考えられないからである。もち

ろん被説明変数や説明変数となる項目について無

回答のものもサンプルから除くことになる（第７

章参照）。

思い違いというのも、外部からは判断しにくい

ものである。回答の信頼性の確保の点からは、た

とえば過小な消費支出のサンプルを除くことであ

る。いかに節約をしたとしても１ヶ月３万円以下

の消費支出で家計が生活できるとは思われない。

そのサンプルも、他の項目の回答状況如何に関わ

らず、使用を中止することである。

企業の財務データを利用するのであれば、資本

金、従業員、配当、売上げという企業の基本に関

する項目が無回答となっているものも、サンプル

から除く必要がある２）。

これの問題点を処理して、個票データを利用す

るならば、集計されたデータ（aggregated data）

で行うことは困難な貴重な分析が行えるであろう。

２ プロビット・モデル、ロジット・モデル

２．１ OLSによる質的選択モデルの分析

まず被説明変数が１または０という質的選択モ

デルをOLSで推計することができるかどうかを考

えてみよう３）。

yi＝a＋bxi＋ui １１．１）

yi＝１ ある行為を選択する場合

０ ある行為を選択しない場合

１１．１）式をみるとyi＝１の時ui＝１－a－bxiと

なり、yi＝０の時ui＝－a－bxiとなるので、uiは正

規分布に従はない。yi＝１の確率（P（yi＝１））をfi

として表記すると

E（ui）＝fi（１－a－bxi）＋（１－fi）（－a－bxi）

１１．２）

となる。E（ui）＝０になるためにはfi＝a＋bxiが成

り立つ必要がある。それを仮定すると

１）無回答（欠値）とゼロ回答は異なる。無回答はその項目（たとえば収入）について回答を拒否するものであるが、ゼロ回答は
無収入という意味である。この欠値とゼロ回答を、入力の段階で厳密に区別しておく必要がある。

２）市販されている企業データの一部には、入力ミスと思われるものが混在していることがある。上場企業や金融・保険業で資本
金、従業員、配当、売上げは当然に開示されている項目である。これらが無回答ということはあり得ない。これらの項目が無
回答（欠値）となっている場合、それは入力ミスが疑われる。そのサンプルの使用はやめるべきである。その比率があまりに
高ければデータセット自体の利用を差し控えた方がよい。

３）１または０の選択を、選択肢が二つであることから二値的選択モデル(binary choice model)ということがある。
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V（ui）＝fi（１－fi） １１．３）

である。１１．１）式をOLSで推定するとaとbの不

偏推定量が得られるが、１１．３）式より分かるよう

に分散不均一性が存在するのでOLSはBLUEでは

ない。

E（ui）＝０が成り立つのであれば１１．１）式のyi

の期待値は

E［yi］＝a＋bxi １１．４）

である。１１．１）式の被説明変数は１または０であ

るから、その期待値も０から１の範囲にとどまる。

しかし１１．１）式をOLSで推定し、推定量を使用し

て１１．４）式の期待値を計算するとxiの値によって

は１を超えたり、負となることがある。これは質

的選択モデルの期待値としては意味がない。この

ために質的選択モデルでOLSが用いられることは

ない。

２．２ プロビット・モデル、ロジット・モデルの

考え方

１１．１）式の確率を求めるものと考え、その関数

を

P（yi＝１）＝F（a＋bxi） １１．５）

とする。１１．５）式から得られる確率が０から１の

間となる必要がある。二つの選択しかないので

P（yi＝１）＋P（yi＝０）＝１

P（yi＝０）＝１－P（yi＝１）＝１－F（a＋bxi）

１１．６）

である。E（yi）を計算すると

E（yi）＝（P（yi＝１）１）＋（P（yi＝０）０）

＝F（a＋bxi） １１．７）

Fの関数として標準正規分布を選択し、

P（yi＝１）＝Φ（a＋bxi）＝∫－∞
a＋bxi１／√２π・exp

（－z２／２）dz １１．８）

ここでΦは標準正規分布関数を表すものとする。

１１．６）式と１１．７）式より

P（yi＝０）＝１－Φ（a＋bxi） １１．９）

E（yi）＝Φ（a＋bxi） １１．１０）

標準正規分布は０から１の範囲におさまるので、

limz→＋∞Φ（z）＝１、limz→－∞Φ（z）＝０ １１．１１）

となる。これをプロビット・モデル（probit mo-

del）という。

Fの関数としてロジスチック分布（logistic distri-

bution）を選ぶと以下のようである。

P（yi＝１）＝Λ（a＋bxi）＝
exp（a＋bxi）
１＋exp（a＋bxi）

１１．１２）

ここでΛはロジスチック累積分布関数を表す。

１１．６）式と１１．７）式より

P（yi＝０）＝
１

１＋exp（a＋bxi）
１１．１３）

E（yi）＝Λ（a＋bxi） １１．１４）

この時もFの値は０から１の間となる。これをロ

ジット・モデル（logit model）という４）。

（尤度関数とマージナル効果）

ある行為を選択する（たとえば自動車を購入す

る）のは、その行為を選択しない場合（自動車を

購入しない）に比べて効用が高いからであろう。

そうすると以下のような因子関数、指標関数（in-

dex function model）を考えることができる。

y＊i＝a＋bxi＋ui ui～iid（０，σ２） １１．１５）

yi＝１ if y*i＞０

＝０ otherwise

この場合観測できる変数はyiとxiとなり、y*iを直

接観測することはできない。このモデルを書き直

すと

P（yi＝１）P（y＊i＞０）＝P（a＋bxi＋ui＞０）

＝P（ui＞－a－bxi）１１．１６）

となる。正規分布やロジット分布は分布が対称で

４）プロビット･モデルとロジット･モデルのいずれを取るかが課題となりうるが、二値的選択モデルでは両者の差はほとんどない
ことが知られており、いずれによっても良い。
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あるから

P（y＊i＞０）＝P（ui＜a＋bxi）＝F（a＋bxi）１１．１６）′

となる。σで１１．１６）式を基準化すると

P（yi＝１）＝P（ui／σ＞（－a－bxi）／σ） １１．１７）

となる。１１．１６）、１１．１６）’式をプロビット・モデ

ルとすれば

P（yi＝１）＝Φ（（a＋bxi）／σ） １１．１８）

となる。P（yi＝０）は１１．６）式より

P（yi＝０）＝１－Φ（（a＋bxi）／σ） １１．１８）’

で得ることができる。同時確率は尤度関数

L＝Πyi＝１Φ（（a＋bxi）／σ）

Πyi＝０（１－Φ（（a＋bxi）／σ））

で求められる（Πは積を表す）。計算の簡単化の

ために対数尤度関数を取ると

LogLi＝yiLogΦ（（a＋bxi）／σ）＋（１－yi）

Log（１－Φ（（a＋bxi）／σ）） １１．１９）

LogL＝ΣLogLi １１．２０）

である。これを次式のように最大化することでパ

ラメータが求められる５）。

∂LogLi
∂a

＝
（yi－Φ（a＋bxi））

Φ（a＋bxi）（１－Φ（a＋bxi））
φ（a＋bxi）

１１．２１）

∂LogLi
∂b

＝
（yi－Φ（a＋bxi））

Φ（a＋bxi）（１－Φ（a＋bxi））
φ（a＋bxi）xi

１１．２２）

ここでφ（ ）は標準正規密度関数

ロジット・モデルは１１．１９）式のΦをΛに置き

換えることによって、同様に尤度関数を求めるこ

とができる。

プロビット・モデルやロジット・モデルの係数

の符号は、それが正（負）であれば、当該変数は

正（負）の影響を与えることを示している。しか

しその影響の程度（弾性値や限界性向）を示すも

のではない。説明変数が連続型変数（正確にいう

と微分可能な変数）か離散型変数によってマージ

ナル効果（marginal effect）の計算方法は異なる。

マージナル効果は次のように求められる。

まずプロビット・モデルを考えよう。１１．１０）

式よりxiが連続型変数であれば、

∂E（yi）
∂xi

＝φ（a＋bxi）b １１．２３）

で求められる。１＞φ（a＋bxi）≧０なのでマー

ジナル効果の符号とbの符号は合致するが、マー

ジナル効果の絶対値の方が小さい。離散型変数

（例えばダミー変数）の場合１１．２３）式を適用す

ることができない。モデルがダミー変数を含む

y＊i＝a＋b１xi＋b２Dummyi＋ui

という形であれば、そのダミー変数の効果は

Dummyi＝１の場合P（yi＝１）＝Φ（a＋b１xi＋b２）

１１．２４a）

Dummyi＝０の場合P（yi＝１）＝Φ（a＋b１xi）

１１．２４b）

の差、

Φ（a＋b１xi＋b２）－Φ（a＋b１xi） １１．２４c）

として求められる。b２が正（負）であればこの差

も正（負）になる。

１１．１５）式のロジット・モデルを考えよう。xi

が連続型変数であればマージナル効果は、

pi＝
exp（a＋bxi）

１＋exp（a＋bxi）

として１１．１４）式より

∂E（yi）
∂xi

＝pi（１－pi）b １１．２５）

で求められる。１≧pi≧０と１＞pi（１－pi）≧０

なので、マージナル効果の符号とbの符号は合致

するが、マージナル効果の絶対値の方が小さい。

ダミー変数の場合は、１１．２４）式のような形で計

算することができる。

５）このモデルにおいてa、bとσを識別できないが、a／σ、b／σを識別できるのでσを1に基準化することが通常である。
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推計された値

１ ０

現実の値 １

０

４５ １５

１０ ３０

６０

４０

５５ ４５ １００

また１１．１５）式のプロビットモデルの場合、あ

る説明変数（x）がxiからxi＋Δxiに変動したとき、

選択確率に与える影響は

Φ（a＋b（xi＋Δxi））－Φ（a＋bxi） １１．２６）

でみることができる。

（モデルの適合度）

質的選択モデルでは、通常推計されたF^ i=F( a^

+ b^ xi）＞０．５であれば y^ i＝１、F^ i≦０．５であれば

y^ i=0として扱う。現実に観察されるyiは１か０

であるが、推計された確率が１または０となるこ

とはほとんど有りそうにないので、このように考

える。

質的選択モデルの適合度として最も簡明なのは、

現実に観察されるyi（１または０）と推計された

F^ iから得られた y^ i（１または０）の比較を行う

ことである。

たとえばサンプルが１００個であるとする。現実

にyiが１であるものが６０個、０であるものが４０個

であるとする。そのとき推計された y^ iで１とな

るものが５５個（実際にも１であるものが４５個、実

際には０であるものが１０個であったとする）、０

となるものが４５個（実際にも０であるものが３０個、

実際には１であるもの１５個）がであったとする。

次のように整理することができる。

正しく予測された割合は、現実に１であるもの

について４５／６０、現実に０であるものについて

３０／４０、両者の合計では７５／１００である。これをモ

デルの適合度とするのが一つの方法である。

もう一つの方法はMcFaddenによって提唱され

たMcFaddenのR２、あるいは尤度比指標といわれ

るものである。定数項のみからなるモデル（言い

換えれば説明変数にゼロ制約を加えているモデ

ル）から得られる対数尤度をLogLrとし、制約の

ないモデルから得られる対数尤度をLogLuとする。

McFaddenのR2＝１－
LogLu
LogLr

１１．２７）

で求められる。ここでLogLu≧LogLrである。モ

デルが全く説明力がない（定数項以外の全ての係

数が０であるという帰無仮説が棄却できないケー

ス）であれば１１．２７）式は０となる。ただしMcFad-

denのR２はOLSの決定係数とは全く意味が異なる

ことに留意する必要がある。

３ Eviewsでのプロビット・モデル、ロジッ

ト・モデルの推定例

Eviewsでプロビット・モデルやロジット・モ

デルを推定する場合は、OLSのようにコマンドで

行うことができる。また自分で尤度関数を書く形

でも行うことができる。ここではコマンドによる

形で行ってみる。

女性の就業関数について考える。女性の就業確

率は夫の賃金が高くなると、留保賃金の水準が高

くなるので、低下することが知られている。また

幼児がいると低下することも知られている。これ

を全国消費実態調査を用い、２０歳から５９歳の女性

についてみてみよう（なお信頼性確保のため過少

消費などのサンプルはあらかじめ除いてある）。

所得、金融資産、負債は対数値（都道府県別物価

指数で実質化した）である。

（プロビット・モデルの推計例）

１ workfile c：¥data¥ework u １４００００

２ smpl１ ３４２４６

’就業の有（＝１）無（＝０）夫の収入とその自

乗、他の世帯員の収入とその自乗

３ read c：¥data¥work２．txt work husin

husin２othin othin２

’年齢、自乗、金融資産 持ち家ダミー 負債
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４ read c：¥data¥work３．txt age age２money

mochiya debt

’幼児の有無ダミー、母親同居ダミー、都道府県

別IIP、有効求人倍率

’夫無しダミー

５ read c：¥data¥work４．txt infant mom iip

yukou husnasi

’金融資産の変化の影響をみるために５０％増の変

数を作っておく

６ series monplus＝＠mean（money）＊１．５

’論文報告のための記述統計量作成

７ group group１work husin age age２money

mochiya debt infant mom iip yukou

husnasi

８ group１．stats

’work＊＝c＋a１husin＋a２age+a3age２＋a４money＋

a５mochiya＋a６debt＋a７infant＋a８mom＋a９iip＋a１０

yukou’＋a11husnasi+ei をProbit Modelで推計す

るコマンド

’binaryが二値的選択モデルを推計するコマンド

である（OLSのLSに相当）。

９ equation eq１．binary work c husin age age

２money mochiya debt infnat mom iip

yukou husnasi

’予測値を保存する

１０ eq１．fit pwfit

’Marginal Effectsの計算

’夫の収入のMarginal Effectsの計算（１１．２３）式

を参考に

’φ（XB）を＠dnorm（XB）で計算、平均値の回り

で評価する６）

１１ series marxb１＝＠dnorm（＠coefs（１）＋@

coefs（２）＊＠mean（husin）＋＠coefs（３）＊＠

mean（age）＋＠coefs（４）＊@mean（age2）＋

＠coefs（５）＊＠mean（money）＋＠coefs（６）＊

@mean（mochiya）+@ coefs（７）＊@mean

（debt）＋＠coefs（８）＊@mean（infant）＋＠

coefs(９）＊＠mean（mom）＋＠coefs（１０）＊＠

mean（iip）＋＠coefs（１１）＊＠mean（yukou）＋

@coefs（１２）*＠mean（husnasi））＊＠coefs（２）

’Medianの回りで評価する場合

１２ series xbmed＝＠dnorm（＠coefs（１）＋＠

coefs（２）＊＠median（husin）＋＠coefs（３）＊＠

median（age）＋＠coefs（４）＊@median（age

２）＋@coefs（５）＊@median（money）＋＠co-

efs（６）＊＠median（mochiya）＋＠coefs（７）＊

＠median（debt)＋＠coefs（８）＊＠median（in-

fant）＋＠coefs（９）＊＠median（mom）＋＠

coefs（１０）＊@median（iip）＋＠coefs（１１）＊@

median（yukou）＋＠coefs（１２）＊@median

（husnasi））＊＠coefs（２）

’ダミー変数(幼児の有無)のMarginal Effects

（１１．２４）式を参考に）

’Φ（XB）の計算、幼児有りのケース

１３ series xbd１＝＠cnorm（@coefs(１）＋@coefs

（２）＊@mean（husin）＋＠coefs（３）＊@mean

（age）+@coefs（４）＊@mean（age2）＋＠coefs

（５）＊@mean（money）＋＠coefs（６）＊@mean

（mochiya）＋＠coefs（７）＊@miean（debt）+@

coefs（８）＋@coefs（９）＊@mean（mom）＋＠

coefs（１０）＊＠mean（iip）＋@coefs（１１）＊@

mean（yukou）＋@coefs（１２）＊＠mean（hus-

nasi））

’Φ（XB）の計算、幼児無しのケース

１４ series xbd０＝＠cnorm（@coefs（１）＋@coefs

（２）＊@mean（husin）＋@coefs（３）＊@mean

（age）＋@coefs（４）＊@mean（age２）＋＠co-

efs（５）＊@mean（money）＋＠coefs（６）＊@

６）seriesはscalarで本来よいが画面表示を容易にするためにseriesにしてある。
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mean（mochiya ）＋＠ coefs（７）＊ @ mean

（debt）＋＠coefs（９）＊@mean（mom）＋＠co-

efs（１０）＊@mean（iip）＋＠coefs（１１）＊@mean

（yukou）＋＠coefs（１２）＊@mean（husnasi））

’幼児有りダミーのMariginal Effects

１５ series maryouji＝xbd１－xbd０

’金融資産の変化の効果（１１．２６）式を参考に

’金融資産が増加した場合の確率

１６ series xbplus＝＠cnorm（＠coefs（１）+@co-

efs（２）＊@mean（husin）＋＠coefs（３）＊＠

mean（age）＋＠coefs（４）＊@mean（age２）＋

@coefs（５）＊monplus+@coefs（６）＊@mean

（mochiya）＋@coefs（７）＊＠mean（debt）＋＠

coefs（８）＊＠mean（infant）＋＠coefs（９）＊@

mean（mom）＋＠coefs（１０）＊＠mean（iip）＋

@coefs（１１）＊@mean（yukou）＋＠coefs（１２）＊

@mean（husnasi））

’平均値の回りでの確率

１６ series xb＝@cnorm(@coefs（１）＋＠coefs

（２）＊@mean（husin）＋@coefs（３）＊@mean

（age）＋@coefs（４）＊@mean（age２）＋@coefs

（５）＊@mean（money）＋@coefs（６）＊@mean

（mochiya）＋＠coefs（７）＊＠mean（debt）＋@

coefs（８）＊@mean（infant）＋@coefs（９）＊@

mean（mom）＋@coefs（１０）＊@mean（iip）＋@

coefs（１１）＊@mean（yukou）＋＠coefs（12）＊

@mean（husnasi））

’金融資産増加による確率の変化

１７ series henka＝xbplus－xb

プロビットモデルの推計結果は表１１．１に掲げ

るとおりである。

夫の収入（HUSIN）は１％水準で有意に負で

ある。幼児有りダミー（INFANT）も１％水準

で有意に負である。符号条件を充たしていること

が分かる。IIPと有効求人倍率は符号 （YUKOU）

が逆転していることが注目される７）。

表 の 下 欄 に 対 数 尤 度（Log likelihood

－２１０１５．５４）が表示されている。この対数尤度は

論文では必ず報告する。McFaddenのR２（０．１１４）

も表示されている(これは報告されないことがあ

る）。

平均値の回りでの夫の収入のマージナル効果

（marxb１）は－０．００５１３であった。メディアン

の回りでのマージナル効果（xbmed）は－

０．００５１０５であった。夫の収入の１単位の増加は約

０．５％女性の就業確率を低下させていることにな

る。なおマージナル効果の値を報告する時は、そ

れがどの水準（平均かメディアンか等）により計

７）プロビット･モデル等最尤法で推計した場合、Eviewsはt値をz―Statisticと表示する。これは検定が大標本に基づく漸近的なも
のであることを示すためである。このときt値を漸近的t値ということがある。

表１１．１

Dependent Variable：WORK

Method：ML―Binary Probit

Date：１２／２１／９９Time：１０：５３
Sample：１３４２４６

Included observations：３４２４６

Convergence achieved after ７ iterations

Covariance matrix computed using second derivatives

Variable Coefficient Std. Error z―Statistic Prob.

C

HUSIN

AGE

AGE２

MONEY

MOCHIYA

DEBT

INFANT

MOM

IIP

YUKOU

HUSNASI

－１．３４９７７６

－０．０１２８７４

０．０８３５４８

－０．００１１５５

－０．０２７０６０

０．０４６７５２

０．０３０３６５

－０．９１８２５８

０．３４１６９４

－０．００２５０５

０．７３９６５５

０．９７８６１７

０．１７９６７９

０．００３０４５

０．００７３４４

８．６４E―０５

０．００４５１７

０．０１９０７６

０．００２５１２

０．０２３３２４

０．０２０３９８

０．００１１６１

０．０３１０１９

０．０４７５２１

－７．５１２１４４

－４．２２７２７０

１１．３７５９８

－１３．３６３１１

－５．９９０５９８

２．４５０８４２

１２．０８５９９

－３９．３６９３８

１６．７５１３４

－２．１５８６４６

２３．８４５５５

２０．５９３２５

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．０１４３

０．００００

０．００００

０．００００

０．０３０９

０．００００

０．００００

Mean dependent var

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Restr. log likelihood

LR statistic（１１df）

Probability（LR stat）

０．５１０８０４

０．４６１７１３

７２９７．９７６

－２１０１５．５４

－２３７２９．５２

５４２７．９６９

０．００００００

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

Hannan―Quinn criter．

Avg. log likelihood

McFadden R―squared

０．４９９８９１

１．２２８０２９

１．２３０９８７

１．２２８９７２

－０．６１３６６４

０．１１４３７２

Obs with Dep＝０

Obs with Dep＝１

１６７５３

１７４９３

Total obs １３４２４６
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算されたものか報告する必要がある。この場合は

大きな差がなかったが、変数によってはかなり異

なることがあるからである。

幼児がいる場合の女性の就業確率（xbd１）は

０．２３６０であった。幼児がいない場合の就業確率

（xbd０）は０．５７８９であった。したがって幼児の

女性の就業確率に与えるマージナル効果（mary-

ouji）は－０．３４２９となる。幼児がいると女性の就

業確率は３４．３％も低下する。女性の就業に育児が

重要な課題となっていることが分かる。

金融資産が平均より５０％増加したときの就業確

率（xbplus）は０．４８０７である。平均値の回りでの

就業確率（xb）は０．５１３９である。金融資産が５０％

増加すると就業確率（henka）は－０．０３３２低下す

る。

表１１．１の下の方をみると総標本数は３４，２３６人

で就業する女性（被説明変数が１）は１７，４９３人に

対して就業しない女性（被説明変数が０）は１６，７５３

人である。ここで推定したモデルはどの程度適合

しているかをみてみる。

View／Expectation―Prediction Tableを選択する。

cutoff valueが既定値の０．５で表示されている。そ

れを選択する。結果は表１１．２のとおりである。

０を０と正しく識別したものが１０，１２０（６０．４１％）、

０を１と誤ったものが６，６３３（３９．５９％）である。

１を正しく１と識別したものが１２，０３０（６８．７７％）、

０と誤ったのが５，４６３（３１．２３％）で両者合計で

２２，１５０（６４．６８％）が正しく識別されている。

(ロジット･モデルの推定例)

ロジット・モデルもプロビット・モデルとほぼ

同様である。オプションとして（D＝L）を加え

ればよい。

表１１．２

Dependent Variable：WORK

Method：ML―Binary Probit

Sample：１３４２４６

Included observations：３４２４６

Prediction Evaluation（success cutoff C＝０．５）

Estimated Equation Constant Probability

Dep＝０ Dep＝１ Total Dep＝０ Dep＝１ Total

P（Dep＝１）＜＝C

P（Dep＝１）＞C

Total

Correct

％ Correct

％ Incorrect

Total Gain＊

Percent Gain＊＊

１０１２０

６６３３

１６７５３

１０１２０

６０．４１

３９．５９

６０．４１

６０．４１

５４６３

１２０３０

１７４９３

１２０３０

６８．７７

３１．２３

－３１．２３

NA

１５５８３

１８６６３

３４２４６

２２１５０

６４．６８

３５．３２

１３．６０

２７．８０

０

１６７５３

１６７５３

０

０．００

１００．００

０

１７４９３

１７４９３

１７４９３

１００．００

０．００

０

３４２４６

３４２４６

１７４９３

５１．０８

４８．９２

Estimated Equation Constant Probability

Dep＝０ Dep＝１ Total Dep＝０ Dep＝１ Total

E（＃ of Dep＝０）

E（＃ of Dep＝１）

Total

Correct

％ Correct

％ Incorrect

Total Gain＊

Percent Gain＊＊

９４５０．７８

７３０２．２２

１６７５３．００

９４５０．７８

５６．４１

４３．５９

７．４９

１４．６７

７３０６．４３

１０１８６．５７

１７４９３．００

１０１８６．５７

５８．２３

４１．７７

７．１５

１４．６２

１６７５７．２１

１７４８８．７９

３４２４６．００

１９６３７．３５

５７．３４

４２．６６

７．３２

１４．６４

８１９５．５０

８５５７．５０

１６７５３．００

８１９５．５０

４８．９２

５１．０８

８５５７．５０

８９３５．５０

１７４９３．００

８９３５．５０

５１．０８

４８．９２

１６７５３．００

１７４９３．００

３４２４６．００

１７１３１．００

５０．０２

４９．９８

＊＊Change in “％ Correct”from default（constant probability）specification
＊＊Percent of incorrect（default）prediction corrected by equation
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’Logit Modelの推計コマンド

equation eq２．binary（d＝l）work c husin age

age２money mochiya debt infant mom iip

yukou husnasi

’予測値の保存

eq２．fit lwfit

’XBの計算

series marxb１＝@coefs（１）+@coefs（２）＊@mean

（husin）＋@coefs（３）＊@mean（age）＋@coefs

（４）＊ @mean（ age２）＋@ coefs（５）＊ @mean

（money）＋＠coefs（６）＊@mean（mochiya）＋@

coefs（７）＊@mean（debt）＋@coefs（８）＊@mean

（infant）＋@coefs（９）＊@mean（mom）＋@coefs

（１０）＊@mean（iip）＋@coefs（１１）＊@mean（yukou）

＋@coefs（１２）＊@mean（husnasi）

’p（XB）の計算

series pr=exp（marxb１）／（１+exp（marxb１））

’夫の収入のMarginal Effects（１１．２５）式を参考

に）

series marlogit=pr＊（１－pr）＊@coefs（２）

推計結果は表１１．３に掲げるとおりである。

ロジット･モデルでの夫の収入のマージナル効

果は－０．００５４３６である。

ここでプロビット･モデルの予測値（PWFIT）

とロジット･モデルの予測値（LWFIT）を最初の

５０サンプルを取り出して比較してみよう（図１１．１

参照）。両者はほとんど差がないことが分かる。

４ 分散不均一、過小定式化

（分散不均一の問題）

プロビット・モデルやロジット・モデルで分散

不均一や過小定式化の誤りがあるときは、その推

定量には一致性もないことがYatchewやGriliches

によって指摘されている。

個票データを使う質的選択モデルでは、特に分

散不均一は深刻な課題となることがある。１１．１８）

式で

P（yi＝１）＝Φ（（a＋bxi）／σ）

を考えた。分散が不均一であればσはσiとなる。

推計すべきパラメータはサンプルの数＋説明変数

＋１（定数項）となるので、何らかの制約を加え

ない限り、これを推定することはできない。

HarveyやGreeneは

V（ui）＝σi
2＝exp（czi）２

という一般型を提案している８）。このときモデル

は

y＊i＝a＋bxi＋ui １１．２７a）

V（ui）＝exp（czi）２ １１．２７b）

表１１．３

Dependent Variable：WORK

Method：ML―Binary Logit

Sample：１３４２４６

Included observations：３４２４６

Convergence achieved after ７ iterations

Covariance matrix computed using second derivatives

Variable Coefficient Std. Error z―Statistic Prob.

C

HUSIN

AGE

AGE２

MONEY

MOCHIYA

DEBT

INFANT

MOM

IIP

YUKOU

HUSNASI

－２．３１３８１５

－０．０２１４０３

０．１４１７６９

－０．００１９４１

－０．０４４６８２

０．０８２８２３

０．０５０４１７

－１．４９４０２９

０．５５６２９１

－０．００４３２３

１．２１７８９６

１．６８０３３５

０．２９７０６９

０．００４９１５

０．０１２１８４

０．０００１４３

０．００７４８６

０．０３１４４０

０．００４１３０

０．０３９２４２

０．０３３６８７

０．００１９０９

０．０５１３７５

０．０８１２２６

－７．７８８８１２

－４．３５４２２５

１１．６３５４４

－１３．５４８０６

－５．９６９０８４

２．６３４３１７

１２．２０８２５

－３８．０７２４１

１６．５１３３４

－２．２６４４８０

２３．７０６２１

２０．６８７１６

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００８４

０．００００

０．００００

０．００００

０．０２３５

０．００００

０．００００

Mean dependent var

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Restr. log likelihood

LR statistic（１１ df）

Probability（LR stat）

０．５１０８０４

０．４６１６７０

７２９６．５９９

－２１０１０．４９

－２３７２９．５２

５４３８．０６２

０．００００００

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

Hannan―Quinn criter．

Avg. log likelihood

McFadden R―squared

０．４９９８９１

１．２２７７３４

１．２３０６９２

１．２２８６７７

－０．６１３５１７

０．１１４５８４

Obs with Dep＝０

Obs with Dep＝１

１６７５３

１７４９３

Total obs ３４２４６

８）第４章で触れたように、ziとしてどの変数を利用すれば良いかという問題は難しいものがある。

１１３ 郵政研究所月報 ２０００．２



1.0

0.8

0.6

0.2

0.4

5 10 15

PWFIT LWFIT FIT

20 25 30 35 4540 50

となる。対数尤度関数は次式により得られる。

LogL＝Σ｛（yiLogΦ((a+bxi)／exp（czi））＋

（１－yi）Log（１－Φ（（a+bxi）／exp（czi）））｝

１１．２８）

パラメータは以下のように求められる。

∂LogL
∂a

＝Σ［
φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛yi－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝
Φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛１－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝

］

×exp（－czi） １１．２９a）

∂LogL
∂b

＝Σ［
φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛yi－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝
Φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛１－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝

］

×exp（－czi）xi １１．２９b）

∂LogL
∂c

＝Σ［
φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛yi－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝
Φ｛（a＋bxi）／exp（czi）｝｛1－Φ（（a＋bxi）／exp（czi））｝

］

×exp（－czi）zi（－a－bxi） １１．２９c）

分散が均一であればc＝０である。分散が均一で

あるという帰無仮説H０：c＝０と対立仮説H１：c≠

０に関して尤度比検定やWald検定を行えばよい。

モデルの定式化が正しいにも関わらず分散不均

一が存在する場合の修正としては、OLSの分散不

均一の修正のアナロジーであるWhiteの提案した

修正方法がある９）。

分散不均一は過小定式化の時にしばしば起きる

ことが知られている。これも除外変数テストの考

え方を用い、次のような制約のないモデルと制約

のあるモデルを考え、

y＊i＝a＋b１x１i＋b２x２i＋ui 対数尤度をLogLuとする

y＊i＝a＋b１x１i＋ei 対数尤度をLogLrとする

LR＝－２（LogLr－LogLu） １１．３０）

の尤度比検定を行えばよい。これが制約の数を自

由度とするχ２分布に従う。

図１１．１

９）quasi―maximum likelihood（QMLE）ということがある。OLSの場合第４章を参照。

１１４郵政研究所月報 ２０００．２



（Eviewsでの推定例）

work＊i＝a１＋a２husini＋a３infanti＋a４moneyi

＋a５debti＋ui １１．３１）

をプロビット・モデルで推計した。結果は次のよ

うであった（なおプロビットモデルの報告は通例

以下のように行う）。

work＊i＝０．７４７
（２２．７５）

－０．０４４５husini
（－２５．２２）

－０．８５４infanti
（－４３．６９）

－０．０３２０moneyi
（－７．５１）

＋０．０３８２debti
（１６．６２）

＋û i

N＝３４２４６ POSITIVE SAMPLES １７４９３

カッコ内は漸近的t値 LogL＝－２２１０２．５９

表１１．１をみるとその対数尤度は－２１０１５．５４であ

る。

これから尤度比検定統計量＝－２＊（－２２１０２．５９

＋２１０１５．５４）＝２１９４．１である。自由度８のχ２の臨

界値（５％）は１５．５１である。表１１．１の結果から

容易に予想されるように、８個の変数を除いた

１１．３１）式のモデルは過小定式化ということにな

る。

１１．３１）式について分散不均一を考える。その

候補としてhusin（夫の収入）をここでは取り上

げよう。１１．２７）式を推定するためには、Eviews

ではLog Likelihood Object（LogL）で関数型を指

定する必要がある。ここではそれを試みる。

’分散は均一という帰無仮説の下での推計

１ equation eq３．binary work c husin infant

money debt

’帰無仮説（eq３）の５個の係数を尤度関数の初

期値に使うためにalphaと名付けて保存１０）

２ coef（５）alpha＝eq３．@coefs

’exp（c＊husin）の係数をgamと名付け初期値を

－０．１とする。

３ coef（１）gam＝－０．１

’尤度関数の特定化

’LogLであることを宣言。名前をll１とする（こ

こに結果が保存される）。

４ logl ll１

'対数尤度を最大化するための要素をlogl１と名付

けることを宣言する。

５ ll１．append @logl logl１

’（a＋bxi）／exp（czi）を作成。

６ ll１．append index＝（alpha（１）＋alpha（２）＊

husin＋alpha（３）＊infant＋alpha（４）＊money

＋alpha（５）＊debt）／exp（gam（１）*husin）

’１１．２９a）、１１．２９b）１１．２９c）式のΣ［ ］の中の

部分を作成。

７ ll１．append mills＝@dnorm（index）＊（work–@

cnorm（index））／（@cnorm（ index）＊（１－@

cnorm（index）））

’１１．２８）式の対数尤度関数を指定

８ ll１．append logl１＝work＊log（@cnorm（in-

dex））＋（１－work）＊log（１－@cnorm（in-

dex））

'数値解析方法を指定（@deriv）。１１．２９a）、１１．２９

b）、１１．２９c）式より説明変数のパラメータ毎に

指定する。

９ ll１．append @deriv alpha（１）grad１ alpha

（２）grad２ alpha（３）grad３ alpha（４）grad４

alpha（５）grad５gam（１）grad６

’１１．２９a）式の計算

１０ ll１．append grad１＝mills／exp（gam（１）＊

husin）

’１１．２９b）式の計算

１１ ll１．append grad２＝grad１＊husin

１２ ll１．append grad３＝grad１＊infant

１３ ll１．append grad４＝grad１＊money

１４ ll１．append grad５＝grad１＊debt

１０）尤度関数のプログラムを独自に書くケースでは、初期値の設定は必ず行った方がよい。また初期値の設定を誤ると関数が収束
しないことがある。その初期値にはbinaryのコマンドで推計したプロビット・モデルやOLSの推計結果を用いるとよい。
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’１１．２９c）式の計算

１５ ll１．append grad６＝mills＊husin＊（－index）

'最尤法を実施する（MLがそのコマンドである）。

１６ ll１．ml（d）

’結果を表示する（表１１．４参照）

１７ show ll１．output

gam（１）のt値は－６２．０３でp値は０．００００である。

gam（１）＝０のWald検定を

Views／Wald Coefficient Testsで行うと結果は

３８４８．３４であった。１１．３１）式の結果との尤度比検

定は１０５１．９である。分散均一という帰無仮説は強

く棄却される。これは過小定式化による影響が現

れていると考えられる。このケースでは定式化を

改めない限り問題は解決しないであろう。

ここでは定式化は正しいものとしてWhiteの修

正方法の例を示す。オプションとしてhを加えて

やればよい。

equation eqh．binary（h）work c husin infant

money debt

結果は次のようであった。

work＊i＝０．７４７
（２２．９３）

－０．０４４５husini
（－２４．７９）

－０．８５４infanti
（－４３．６５）

－０．０３２０moneyi
（－７．３６）

＋０．０３８２debti
（１６．５４）

＋û i

カッコ内はWhiteの修正による漸近的t値である。

N＝３４２４６ POSITIVE SAMPLES １７４９３

LogL＝－２２１０２．５９

５ 被説明変数に制約のあるモデル

ある値以上取る場合に観察されるデータがある

（株式を保有する場合の保有金額は０を超える場

合に観察される。ゼロ保有世帯は０ということが

分かるだけである）。逆にある値以下を取る場合

に観察されるケースもある（低所得者を対象に所

得を調査する場合、高所得者の所得は調査されな

い）。さらにはある範囲を取る場合に観察される

ケースもある（たとえば試験の成績が６０点以上８０

点以下の学生を調べるとき。８１点以上や５９点以下

の学生の成績は調査されない）。これらを被説明

変数とするとき（たとえば株式保有金額）、それ

は下限がゼロで制約されている。このようにセン

サーされたデータ（censored data）を被説明変

数とするとき、それをlimited dependent vari-

ableという。

これはアンケート調査などでよく見られる事態

である。株式を保有するかどうか、保有するなら

ばいくら保有するのかというようなケースである。

このような分析をcensored regression model、あ

るいはトービット・モデル（tobit model、Tobin

のprobit）という。

トービット・モデルはランダムサンプルから選

ばれ、それがある値（閾値）で実数とゼロとに区

分されるが、データによっては株式を保有する世

帯だけを対称にしているものもある。このような

ケースも多いであろう（たとえば大学生のいる家

計だけに大学教育費用を聞く場合）。このような

表１１．４

LogL：LL１

Method：Maximum Likelihood（Marquardt）

Sample：１３４２４６

Included observations：３４２４６

Evaluation order：By observation

Initial Values：ALPHA（１）＝０．７４７４９，ALPHA（２）＝－０．０４４４６，

ALPHA（３）＝－０．８５４２４，ALPHA（４）＝－０．０３１９９，

ALPHA（５）＝０．０３８２１，GAM（１）＝－０．１００００

Convergence achieved after １２ iterations

Coefficient Std. Error z–Statistic Prob.

ALPHA（１）

ALPHA（２）

ALPHA（３）

ALPHA（４）

ALPHA（５）

GAM（１）

０．５３９３４５

－０．０４２７４０

－０．０５４７３４

０．００１１２２

０．００２８０８

－０．２２７２１１

０．０２０３３１

０．００１６０７

０．００２６５９

０．０００２５７

０．０００１７７

０．００３６６３

２６．５２７８０

－２６．５９２１５

－２０．５８７３８

４．３６４０８０

１５．８２４５７

－６２．０３４９９

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

０．００００

Log likelihood

Avg. log likelihood

Number of Coefs.

－２１５７６．６４

－０．６３００４９

Akaike info criterion

Schwarz criterion

Hannan–Quinn criter．

１．２６０４４７

１．２６１９２６

１．２６０９１９
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データを切断されたデータ（truncated data）と

いい、それを被説明変数とするとき切断分布モデ

ル（truncated regression model）という。

５．１ 切断分布モデル

y＊が平均がa、分散σ２の正規分布に従うとする。

閾値cを超えるデータのみが集められて分析対象

となったとする。y＊がcを超える確率は

P（y＊＞c）＝１－Φ（c－aσ ） １１．３２）

で求められる。確率密度関数f（ ）は

f（y＊｜y＊＞c）＝
１／σ・φ（（y＊－a）／σ）
１－Φ（（c－a）／σ）

１１．３３）

で求められる１１）。表記の簡単化のために（c－a）／

σ＝dとする。期待値は次による。

E（y＊｜y＊＞c）＝∫c
∞y＊f（y＊｜y＊＞c）dy＊

＝a＋σφ（d）／（１－Φ（d）） １１．３４）１２）

分散は次のようである。

V（y＊｜y＊＞c）＝σ２－σ２｛（φ（ｄ）／（１－Φ

（d）））・（（φ（d）／（１－Φ（d）））－d）｝１１．３５）

閾値cを超えるデータのみからなる切断分布モデ

ルの回帰を考えてみよう。

y＊i＝a＋bxi＋ui ui~niid（０，σ２） １１．３６）

y＊i＞cのデータしか観測されないのでこの場合

E（ui｜y＊i＞c）＝E（ui｜a＋bxi＋ui＞c）

＝E（ui｜ui＞c－a－bxi） １１．３７）

１１．３４）式の結果より

E（ui｜ui>c－a－bxi）≠０

なのでy＊i＞cを充たすデータのみを使用し、

１１．３６）式をOLSで推定するとOLS推定量は不偏

性は持たない。

１１．３３）式より１１．３６）式の対数尤度関数は次の

通りとなる（nはサンプル数）。

LogL＝－（n／２）Log（２π）－（n／２）Logσ２－（１／（２

σ２））Σ（y＊i－a－bxi）２－ΣLog（１－Φ（di））

１１．３８）

ここで再びdi＝（c－a－bxi）／σと置くと１階の条

件は次の通りである１３）。

∂LogL
∂a

＝
１
σ２

Σ（y＊i－a－bxi）＋Σ
φ（di）

（１－Φ（di））σ
＝０

１１．３９a）

∂LogL
∂b

＝
１
σ２

Σ（y＊i－a－bxi）xi＋Σ
φ（di）xi

（１－Φ（di））σ
＝０

１１．３９b）

∂LogL
∂σ２

＝
－n
２σ２

＋Σ（y＊i－a－bxi）２－
１
２σ２

Σ
φ（di）di
１－Φ（di）

＝０

１１．３９c）

５．２ トービット・モデル

ランダムサンプルで市場調査を行えば、その中

には財・サービスを購入した人もいれば購入して

いない人もいる。両者を合わせて分析する（この

点で切断分布モデルと異なる）。財・サービスの

１１）cを下回るデータのみが集められているとすると密度関数等は以下のようである。

f（y＊｜y＊＜c）＝
１／σ・φ（（y＊－a）／σ）
Φ（（c－a）／σ）

s１）

E（y＊｜y＊＜c）＝a－σφ（d）／Φ（d） s２）
V（y＊｜y＊＜c）＝σ２－σ２（φ（d）d／Φ（d）＋φ（d）２／Φ（d）２） s３）

１２）１１．３４）式のφ（d）／（１－Φ（d））、s２）式の－Φ（d）／Φ（d）をミルズの比率の逆数（inverse Mills ratio）という。
１３）cを下回るデータのみが集められている場合はs１）式より以下の通りである。

LogL＝－（n／２）Log（２π）－（n／２）Logσ２－（１／（２σ２））Σ（y＊i－a－bxi）２－ΣLogΦ（di） s４）

∂LogL
∂a

＝
１
σ２
Σ（y＊i－a－bxi）＋Σ φ（di）

Φ（di）σ
＝０ s５）

∂LogL
∂b

＝
１
σ２
Σ（y＊i－a－bxi）xi＋Σ

φ（di）xi
Φ（di）σ

＝０ s６）

∂LogL
∂σ２

＝
－n
２σ２

＋
Σ（y＊i－a－bxi）２

２σ４
＋
１
２σ２

Σ
φ（di）di
Φ（di）

＝０ s７）
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c1

c2

（下限で切断）�

（上限で切断）�

c2c1

（上限と下限で切断）�

購入で支払った金額（連続変数）を知ることがで

きればその金額についても分析する（この点で質

的選択モデルと異なる）。これがトービット・モ

デルの例である。

データには上限で区切られているもの、下限で

区切られているもの、上限・下限の両側で区切ら

れているものがある（図１１．２参照）。

トービット・モデルはプロビット・モデル、ロ

ジット・モデルや切断分布モデルの延長線上で考

えることができる。その簡単な例をみてみよう。

y＊i＝a＋bxi＋ui ui～N（０，σ２） １１．４０）１４）

yi＝y＊i if y＊i＞０

図１１．２
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＝０ if y＊i≦０

y＊i≦０となる確率は

P（y＊i≦０）＝P（a＋bxi≦－ui）

＝P（－ui／σ≦（a＋bxi）／σ）

＝１－Φ（（a＋bxi）／σ） １１．４１）

その対数尤度は

LogL＝Σy＊i≦０Log（１－Φ（（a＋bxi）／σ））

＝Σy＊i≦０Log（Φ（－（a＋bxi）／σ）） １１．４２）

となる（以下表記の簡単化のためにここでもdi＝

（a＋bxi）／σとする）。

y＊i>０となる密度は

φ（（y＊i－a－bxi）／σ）
σP（y＊i＞０）

である。上式にP（y＊i>０）を乗じると、

Φ（di）・（１／σ）・｛φ（（y＊i－a－bxi）／σ）／Φ（di）｝

となる。この対数を取ると

LogL＝Σy＊i≦０Log（（１／σ）φ（（y＊i－a－bxi）／σ））

１１．４３）

＝Σy＊i≦０［Log（１／√２πσ２）－（１／２）

（（y＊i－a－bxi）２／σ２）］

となる。トービットモデルの尤度関数は１１．４２）

式と１１．４３）式を足して

LogL＝Σy＊i≦０Log（Φ（－di））＋Σy＊i＞０

｛Log（（１／σ）φ（（y＊i－a－bxi）／σ））｝

１１．４４）

＝Σy＊i≦０Log（１－Φ（di））＋Σy＊i＞０

｛Log（１／√２πσ２）－（１／２）

（（y＊i－a－bxi）２／σ２）｝

で求めることができる１５）１６）。

この時y＊i>０の条件付き期待値は

E（yi｜yi＞０）＝a＋bxi＋E（ui｜ui＞－a－bxi）

＝a＋bxi＋σφ（di）／Φ（di）

１１．４５a）

で与えられる。全サンプルの期待値は

E（yi）＝P（yi＞０）E（yi｜yi＞０）

＋P（yi＝０）E（yi｜yi＝０）

＝Φ（di）（a＋bxi＋σφ（di）／Φ（di））

＋（１－Φ（di））E（yi｜yi＝０）

この時右辺第二項は０となるので、

＝Φ（di）（a＋bxi）＋σφ（di） １１．４５b）

で与えられる。

なおマージナル効果については

∂E（y＊i｜a＋bxi）
∂xi

＝b １１．４６a）

∂E（yi｜a＋bxi）
∂xi

＝Φ（di）b １１．４６b）

∂E（yi｜y＊i>０）
∂xi

＝｛１－diφ（di）／Φ（di）

－（φ（di）／Φ（di））２｝b １１．４６c）

によることをMaddala［１９８３］は示している１７）。

５．３ 仮説の検定

（トービットモデルの制約）

トービットモデルは、１１．４４）式にみられるよ

１４）一般性を失うことなく
yi＝y＊i if yi＞c、yi＝０ if y＊i≦c

と変形することができる。
１５）１階の条件についてはMaddala［１９８３］を参照されたい。
１６）上限（c１）と下限（c２）の双方の閾値がある場合は対数尤度関数は次のように書くことができる。

LogL＝Σy＊i＞c１Log（Φ（－（c１－a－bxi）／σ））＋Σy＊i＜２Log（φ（（c２－a－bxi）／σ））
＋Σc１≦y＊i≦c２Log（（１／σ）・φ（（y＊i－a－bxi）／σ）） s８）

１７）McDonaldとMoffitは１１．４６c）式を次のように分解している。
｛Φ（di）［１－（φ（di）／Φ（di））（di＋φ（di）／Φ（di））］＋φ（di）（di＋φ（di）／Φ（di））｝b s９）
これからxiの変動の効果を

P（y＊i>０）
∂E（yi｜xi，y＊i>０）

∂xi
＋E（yi｜xi,y＊i >０）

∂P（y＊i>０）
∂xi

s１０）

の二つの効果に分解できる。

１１９ 郵政研究所月報 ２０００．２



うにプロビット・モデル（１１．１８）式）と切断分

布モデル（１１．３８）式）の結合型と考えることが

できる。言い換えればトービット・モデルはプロ

ビット・モデルと切断分布モデルの説明変数が同

じであり、かつそのパラメータは共通であること

を仮定している。

しかし株式を買うかどうかの意志決定と、買う

とした場合にいくら買うかの意志決定に、ある変

数が与える効果は共通とは限らない。その効果が

異なるならば、トービットモデルを用いることは

できないことをCraggは指摘した。プロビット部

分と切断分布部分とでパラメータが共通するかど

うかの検定を行う必要がある。

y＊i＝a＋bxi＋ui

のモデルに関し、トービット・モデルの対数尤度

L、プロビットモデル（すなわちy＊iが正かゼロと

いう情報のみを利用する）の対数尤度をLp、切断

分布モデル（すなわち、y＊i>０のデータのみを利

用する）の対数尤度をLtとすると、パラメータは

共通であるという帰無仮説の下で

L＝－２（Lc－（Lp＋Lt） １１．４７）

の尤度比検定統計量が自由度２（パラメータがk

個であればk）のχ２分布に従うことで行うことが

できる１８）。

（分散均一と正規分布の仮定）

トービット・モデルや切断分布モデルは誤差項

が正規分布に従い。分散は均一であるという仮定

に決定的に依存している。これらの仮定が充たさ

れないときその推定量は一致性もない。たとえば

V（ui）＝σi
２＝σ２exp（czi）２のように分散が不均一と

なるケースである。

正規性の検定についてはPaganやVellaによっ

て提唱されている。その場合の推計方法がPowell

によって提案されている。

５．４ Eviewsでの推計例

有価証券の需要をトービット・モデルで推計し

てみよう。第１章で用いた「金融資産の選択に関

する調査」を利用する。有価証券の需要を世帯所

得、金融資産、負債、世帯主年齢とその最終学歴

（大卒）でみてみる。有価証券の需要への効果は

所得（lsetai）、資産（lmoney）は正、負債（ldebt）

は負が期待される。投資が情報分析能力に影響さ

れるならば学歴（daigaku）は正である。

１ workfile a：tobit u １１６００

２ smpl １１５６１

’有価証券、金融資産、負債、年齢とその自乗

３ read c：¥data¥temp１．txt stock money

debt age age２

’世帯年収（対数値）、高卒、短大卒、大卒ダミー

４ read c：¥data¥temp２．txt lsetai high tandai

daigaku

５ series debt＝１＊（debt＝０）＋debt＊（debt>０）

６ series kabu＝１＊（stock＝０）＋stock＊（stock>０）

７ series lkabu＝log（kabu）

８ series lmoney＝log（money）

９ series ldebt＝log（debt）

１０ series kabusiki＝１＊（stock>０）

’Tobitモデルの推定。下が０でcensored、上は∞

のケース（既定値）１９）

’Tobitモデルlkabu＊i＝a０＋a１lsetaii＋a２lmoneyi＋a３

ldebti＋a４agei＋a５daigakui＋uiの推定。

’censoredが従属変数に制約がある推計のコマン

１８）１１．４４）式にΣy＊i＞０Log（Φ（di））を足して、引いた上で書き直すと
LogL＝Σy＊i≦０Log（Φ（－di））＋Σy＊i＞０Log（Φ（di））

＋Σy＊i＞０Log（（１／σ）φ（（y＊i－a－bxi）／σ）－Σy＊i＞０Log（Φ（di）） s１１）
となる。s１１）式の最初の行はプロビット・モデルの対数尤度関数、第２行は切断分布モデルの対数尤度関数である。

１９）上限下限の双方に制約がある場合は、以下のようにL＝c１、R＝c２のオプションで行うことができる。下が０でcensored、上
は８．１５でcensoredのケース
equation eqdce. censored（L＝０，R＝８．１５）lkabu c lsetai lmoney ldebt age daigaku
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ド（binaryに相当）

１１ equation eqtobit. censored lkabu c lsetai

lmoney ldebt age daigaku

’対数尤度を保存

１２ series ltobit＝@logl

’平均値の回りでのbxの作成

１３ series heikin＝@coefs（１）＋@coefs（２）＊@

mean（lsetai）＋@coefs（３）＊@mean（lmoney）

＋@coefs（４）＊@mean（ldebt）＋@coefs（５）＊

@mean（age）＋@coefs（６）＊@mean（dai-

gaku）

’dの作成

１４ series xbs＝heikin／@se

’E（yi｜yi>０）の時の平均値の回りでの期待値

（１１．４５a）式を参考に）

１５ series hkitai＝heikin＋@se＊@dnorm（xbs）

／@cnorm（xbs）

’全サンプルの平均値の回りでの確率

１６ series prob＝@cnorm（xbs）

’全サンプルの平均値の回りでの期待値（１１．４５b）

式を参考に）

１７ series expect＝@cnorm（xbs）＊hkitai

’LMONEYのマージナル効果（１１．４６b）式を参

考に）

１８ series expkabu＝@cnorm（xbs）＊@coefs（３）

’McDonald, Moffitの分解（s８）式を参考に）

１９ series mc１＝@cnorm（xbs）＊（１－xbs＊（@

dnorm（xbs）／@cnorm（xbs））－（@dnorm

（xbs）／@cnorm（xbs））̂２）

２０ series mc２＝@dnorm（xbs）＊xbs＋@dnorm

（xbs）＊（@dnorm（xbs）／@cnorm（xbs））

’分解の合計値

２１ series mcd＝mc１＋mc２

’Craggの検定のためのProbitモデルの推定

２２ equation eqprobit. binary kabusiki c lsetai

lmoney ldebt age daigaku

’Probitモデルの対数尤度を保存

２３ series lprobit＝eqprobit．@logl

’有価証券を保有するサンプルだけを選択

２４ smpl if lkabu>０

’切断分布モデルの推定。（t）がtruncated regres-

sionのオプション

２５ equation eqtrunc. censored（t）lkabu c lse-

tai lmoney ldebt age daigaku

’切断分布モデルの対数尤度を保存

２６ series ltrunc＝eqtrunc. @logl

’Craggの検定

２７ series ltest＝－２＊（ltobit－lprobit－ltrunc）

’χ２統計量を計算し、有意水準をみる

２８ series pchisq＝１－@chisq（ltest,eqtobit．

@ncoef）

２９ smpl @all

１１行のトービット・モデルの推計結果は表１１．５

に掲げるとおりである。上欄に推定法がトービッ

ト・モデル（最尤法）であることが示されている。

下限０が閾値であることも表示されている。中欄

にあるError Distribution, scale（７）がσである（こ

こでは７番目のパラメータである）。下欄にセン

サーされたサンプルが１，２８２個、有価証券を保有

しているサンプルが２７９個であることが表示され

ている。約１８%が有価証券を保有している。

なおトービット・モデルの推計結果の報告は通

常次のように行う。

lkabu＝ －３８．８０
（－１１．７４）

＋１．７４lsetai
（３．９６）

＋２．９５lmoney
（９．１９）

＋０．１９ldebt
（２．４２）

＋０．０２２age
（０．８８）

＋２．５７daigaku
（４．６５）

＋ u^ i

カッコ内は漸近的t値 対数尤度－１２９１．４８ 保有

サンプル２７９N＝１，５６１

１５行で有価証券を保有するときの、平均値回り

での期待値（１１．４５a）式）を計算している。結果

は０．３８１４であった。１６行で平均値回りでの保有確
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率が計算されている。その値は４．６３―E０６と極め

て低い。これは全体での保有が１８%にすぎないこ

とを反映している。１７行で全サンプルについて平

均値での期待値が計算されている（値は１．７７E―

０６であった）。１８行で金融資産のマージナル効果

（１１．４６b）式のケース）が計算されている。こ

れも１．３７E―０５であった。これらの結果は有価証

券の需要が相当の高所得者、高資産家、高学歴者

に偏っていることを示唆している。

１９～２１行でMcDonaldとMoffitの分解を行い、

それの合計が平均値回りでの確率に等しいことを

確かめている。

２２行のプロビット・モデルの対数尤度は

－６０５．７０９３であった。２５行の切断分布モデルの対

数尤度は－３９８．９２３であった。これからCraggの

検定結果は

ltest＝－２＊（－１２９１．４７８＋（６０５．７０９３＋３９８．９２３））

＝５７３．６９６２

表１１．５

Dependent Variable：LKABU

Method：ML–Censored Normal（TOBIT）

Sample：１１５６１

Included observations：１５６１

Left censoring（value）at zero

Convergence achieved after ９ iterations

Covariance matrix computed using second derivatives

Coefficient Std. Error z–Statistic Prob.

C

LSETAI

LMONEY

LDEBT

AGE

DAIGAKU

－３８．８０３７７

１．７４０６４３

２．９４６３４２

０．１８６９４８

０．０２１９７１

２．５７４３８５

３．３０５７１９

０．４３９５２４

０．３２０４５６

０．０７７２３８

０．０２４９７４

０．５５３２９５

－１１．７３８３８

３．９６０２９２

９．１９４２１２

２．４２０４２３

０．８７９７６５

４．６５２８２６

０．００００

０．０００１

０．００００

０．０１５５

０．３７９０

０．００００

Error Distribution

SCALE：C（７） ６．５３０１０２ ０．３３６０４７ １９．４３２０９ ０．００００

R–squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Avg. log likelihood

０．１８６６２９

０．１８３４８９

１．８４３１１４

５２７９．０４３

－１２９１．４７８

－０．８２７３４０

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

Hannan–Quinn criter.

０．９１８７４８

２．０３９７２２

１．６６３６５０

１．６８７６５４

１．６７２５７４

Left censored obs

Uncensored obs

１２８２

２７９

Right censored obs

Total obs

０

１５６１

表１１．６

Dependent Variable：LKABU

Method：MLーCensored Normal（TOBIT）

Sample（adjusted）：３１５５７ IF LKABU＞０

Included observations：２７９ after adjusting endpoints

Truncated sample

Left censoring（value）at zero

Convergence achieved after ３ iterations

Covariance matrix computed using second derivatives

Coefficient Std. Error z–Statistic Prob.

C

LSETAI

LMONEY

LDEBT

AGE

DAIGAKU

－１．８０６８４６

０．１３８６１９

０．７５８３９２

０．００９００８

０．００９５５２

０．１０９４０９

０．７４１５４８

０．１０５７９８

０．０８３２２３

０．０１８８６５

０．００６０１２

０．１３２０５９

－２．４３６５８８

１．３１０２２４

９．１１２７４７

０．４７７４８４

１．５８８７８６

０．８２８４８４

０．０１４８

０．１９０１

０．００００

０．６３３０

０．１１２１

０．４０７４

Error Distribution

SCALE：C（７） １．０１１１４３ ０．０４２８４４ ２３．６００６４ ０．００００

R–squared

Adjusted R–squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Avg. log likelihood

０．３４５６８９

０．３３１２５６

１．０２３８９７

２８５．１５５５

－３９８．９２３０

－１．４２９８３２

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

Hannan–Quinn criter.

５．１４０３７９

１．２５２０６４

２．９０９８４２

３．０００９４８

２．９４６３８９

Left censored obs

Uncensored obs

０

２７９

Right censored obs

Total obs

０

２７９

２０）Craggの検定で保有確率にかかる係数と需要にかかる係数が同一であるという帰無仮説が棄却された場合、サンプル・セレク
ション・モデル（sample selection model）として知られる方法で推計を行う必要がある。DavidsonとMacKinnonは以下のよ
うな対数尤度関数を提案している。
zi＝ewi＋u１i zi＝１ if z＊i >０ zi＝０ otherwise
yi＝bxi＋u２i yi＝y＊i if z＊i >０ yi＝０ otherwise

（u１iu２i）～NID（０［σ
２ ρσ
ρσ １］）ρはu１iとu２iの相関を表す。

LogL＝Σzi＝０Log（Φ（－ewi））＋Σzi＝１Log（１／σ・φ（yi－bxi））＋

Σzi＝１Log（φ（ewi＋ρ（（yi－bxi）／σ）（１－ρ２）１／２ ）） s１２）
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となる。自由度６のχ２統計量の５％点は１２．５９２で

あるから帰無仮説は棄却される２０）。

なお切断分布モデルの結果は表１１．６に掲げる

と お り で あ る。有 意 な 変 数 が 金 融 資 産

（LMONEY）のみである。質的選択モデルや

トービット・モデル等最尤法で推計するとき、大

標本であることを前提にして検定が行われる。標

本が少ない場合その係数に安定性が欠け、検定も

うまくいかないことが多い。経験則からいえばサ

ンプルは少なくとも５００以上あることが望ましい。

この切断分布モデルはサンプル数（２７９）が少な

いことを反映していると考えられる。
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